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本書は、直近10年分（令和2年度〜平成23年度）の宅建本試験問題を、
出題内容と同形式で収録した「年度別」過去問題集です。「問題編」「解説編」
それぞれを取り外してご利用できる、学習効率に配慮した「２分冊」構成です。

本書のご利用方法

問題編
❶　直近10年分の過去問を、本試験とま

ったく同形式（計50問）で収録してい
ます。時間を計って本試験同様、「２時間」
で解いてみましょう（「登録講習修了者」
は計45問・1時間50分の試験、各年度
の【問45～50】は「5問免除科目」です）。

❷　各年度の【問48　宅地建物の統計等】
については、「令和3年度本試験」に対
応させて最新データで作り直した問題
を、当社「読者様向け WEBダウンロー
ドサービス」でご提供いたします（2021
年8月下旬〜公開予定）。

❸　「問題編」冒頭の解答用紙（マークシ
ート）は、切り取って、もしくはコピー
してご利用ください。なお、本試験と同
形式の「マークシート」（本試験同様の
2色刷り）を、当社「WEBダウンロード
サービス」でご提供しております。そち
らもあわせてご利用ください。
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【問　１】　Ａが購入した甲土地が他の土地に囲まれて公道に通じない土地であった場
合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。

１　甲土地が共有物の分割によって公道に通じない土地となっていた場合には、Ａは公
道に至るために他の分割者の所有地を、償金を支払うことなく通行することができ
る。
２　Ａは公道に至るため甲土地を囲んでいる土地を通行する権利を有するところ、Ａが
自動車を所有していても、自動車による通行権が認められることはない。
３　Ａが、甲土地を囲んでいる土地の一部である乙土地を公道に出るための通路にする
目的で賃借した後、甲土地をＢに売却した場合には、乙土地の賃借権は甲土地の所有
権に従たるものとして甲土地の所有権とともにＢに移転する。
４　Ｃが甲土地を囲む土地の所有権を時効により取得した場合には、ＡはＣが時効取得
した土地を公道に至るために通行することができなくなる。

【問　２】　令和３年７月１日に下記ケース①及びケース②の保証契約を締結した場合
に関する次の１から４までの記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。

（ケース①）�　個人Ａが金融機関Ｂから事業資金として1,000万円を借り入れ、ＣがＢと
の間で当該債務に係る保証契約を締結した場合

（ケース②）�　個人Ａが建物所有者Ｄと居住目的の建物賃貸借契約を締結し、ＥがＤと
の間で当該賃貸借契約に基づくＡの一切の債務に係る保証契約を締結した
場合

１　ケース①の保証契約は、口頭による合意でも有効であるが、ケース②の保証契約は、
書面でしなければ効力を生じない。
２　ケース①の保証契約は、Ｃが個人でも法人でも極度額を定める必要はないが、ケー
ス②の保証契約は、Ｅが個人でも法人でも極度額を定めなければ効力を生じない。
３　ケース①及びケース②の保証契約がいずれも連帯保証契約である場合、ＢがＣに債
務の履行を請求したときはＣは催告の抗弁を主張することができるが、ＤがＥに債務
の履行を請求したときはＥは催告の抗弁を主張することができない。
４　保証人が保証契約締結の日前１箇月以内に公正証書で保証債務を履行する意思を表
示していない場合、ケース①のＣがＡの事業に関与しない個人であるときはケース①
の保証契約は効力を生じないが、ケース②の保証契約は有効である。
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【問　48（参考）】　次の記述のうち、正しいものはどれか。

注：出題内容の「参考」として、出題当時の内容をそのまま収載しました。なお、
最新の数値に改題した当問題を、読者様向けに「ダウンロードサービス」として
ご提供いたします（2021年８月末公開予定）。詳しくは【解説編】P. xをご覧く
ださい。

１　建築着工統計（平成30年１月公表）によれば、平成29年の新設住宅着工戸数は前年

比0.3％の増加だったが、新設住宅のうち、分譲住宅の着工戸数は前年比1.9％の減少と

なった。

２　平成28年度法人企業統計年報（平成29年９月公表）によれば、平成28年度における

全産業の売上高は前年度に比べ1.7％増加したが、不動産業の売上高は9.1％減少した。

３　平成30年地価公示（平成30年３月公表）によれば、平成29年１月以降の１年間の地

価変動率は、住宅地の全国平均では、昨年の横ばいから10年ぶりに上昇に転じた。

４　平成30年版土地白書（平成30年６月公表）によれば、土地取引について、売買によ

る所有権移転登記の件数でその動向を見ると、平成29年の全国の土地取引件数は132万

件となり、５年連続で減少した。

【問　49】　土地に関する次の記述のうち、最も不適当なものはどれか。

１　山麓の地形の中で、地すべりによってできた地形は一見なだらかで、水はけもよく、
住宅地として好適のように見えるが、末端の急斜面部等は斜面崩壊の危険度が高い。

２　台地の上の浅い谷は、豪雨時には一時的に浸水することがあり、現地に入っても気
付かないことが多いが、住宅地としては注意を要する。

３　大都市の大部分は低地に立地しているが、この数千年の間に形成され、かつては湿
地や旧河道であった地域が多く、地震災害に対して脆弱で、また洪水、高潮、津波等
の災害の危険度も高い。

４　低地の中で特に災害の危険度の高い所は、扇状地の中の微高地、自然堤防、廃川敷
となった旧天井川等であり、比較的危険度の低い所が沿岸部の標高の低いデルタ地
域、旧河道等である。
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宅地建物取引士資格試験解答用紙

＜記入上の注意＞
１　氏名の漢字欄に、漢字で氏名を記入すること。
２　各問の解答番号には、二つ以上マークしないこと。
３　Ｂ又はＨＢの鉛筆でマークすること。
４　訂正する場合は、消しゴムで完全に消してから
　マークし直すこと。
５　解答用紙を汚したり折り曲げたりしないこと。
６　次の「良い例」のように、マークすること。
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上記❷❸の詳細につきましては、後出「P.x」をご参照ください

❸

❶
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解説編

❶　シリーズの「基本テキスト」と
　　ばっちりリンク！
　各解説は『どこでも学ぶ宅建士 基本
テキスト』の参照ページ付きです。理解
を深めるために、疑問が生じた箇所はテ
キストに戻って確認してください。

❷　ひとめでわかる！４段階の「重要度」
　各テーマの令和3年度本試験における
「重要度」に応じて、S（特に重要）、A（重
要）、B（できれば押さえてほしい）、C（余
裕があったらチャレンジ）の４段階で表
示しました。学習達成度の目安としてく
ださい。
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重要度
Rank

正 解	 問１ 民法（不動産物権変動） B
	 １ 第１編・権利関係

５　不動産物権変動（P54～）

［ズバリ解説：71404］

１　誤り。不法占有者に対する明渡請求には、登記は不要。
不動産に関する物権の得喪及び変更は、不動産登記法その他の登記に関する法律の
定めるところに従いその登記をしなければ、第三者に対抗することができません。し
かし、不法占拠者に対して所有権を主張して明渡請求をするには、登記を備えている
必要はありません。	 �➡ 民法177条、判例

２　正しい。所有権の登記がなければ、対抗力を備えた賃借人に対抗できない。
不動産に関する物権の得喪及び変更は、不動産登記法その他の登記に関する法律の
定めるところに従いその登記をしなければ、第三者に対抗することができません。そ
して、借地権は、その登記がなくても、土地の上に借地権者が登記されている建物を
所有するときは、第三者に対抗することができます。したがって、Ｂは、所有権の移
転の登記を備えていなければ、借地上に自己名義の登記ある建物を有するＤに対し
て、所有者であることを主張することはできません。	 �➡ 177条、借地借家法10条、判例

３　正しい。前主と後主は、登記がなければ対抗できない第三者ではない。
民法177条の「第三者」であるためには、その不動産に対しなんらかの正当の権利
を有することが必要であり、なんら正当の権利を有しておらず単にその不動産を譲渡
した前所有者にすぎない場合は、登記を備えていないことを主張するについて正当の
利益を有する者とはいえません。よって、たとえば、不動産がＡ→Ｂ→Ｅと順次譲渡
された場合、現在の登記名義人であるＡがＥから直接所有権の移転の登記手続きを求
められるときは、Ａは、民法177条の第三者として、Ｅに対して、その物権の取得を
否認できる関係にはありません。	 �➡ 民法177条、判例

４　正しい。時効完成前の第三者には、登記がなくても、所有権を主張できる。
不動産の時効取得者は、時効完成前の第三者に対しては、登記がなくても、時効に
よる所有権の取得を主張することができます。	 �➡ 162条、177条、判例

改題

重要度
Rank

正 解	 問２ 民法（意思表示） S
	 ４ 第１編・権利関係

２　意思表示（P18～）

［ズバリ解説：71405］

１　正しい。詐欺取消し後の第三者には、登記がなければ、所有権を対抗不可。
いわゆる「詐欺取消し後の第三者」に対しては、詐欺による取消しをした者は、原
則として登記がなければ、所有権を対抗することはできません。

❸　「法改正対応箇所」をわかりやすくアイコン表示
　本試験の適用基準日「令和3年４月1日」に施行されている法令等に対応させて改
題した問題には、各解説冒頭に「改題」マークを付しています。

❹　本書とあわせた視聴で理解度アップ！「ズバリ解説」
　本書に収録している全問題について、1問ごとに動画で解説しています（有料オプ
ション）。詳細は、本書「巻末広告」にて、もしくは日建学院各校・当社コールセン
ターまでお問い合わせください。

❹

❸

❶
❷
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宅地建物取引士資格試験解答用紙

＜記入上の注意＞
１　氏名の漢字欄に、漢字で氏名を記入すること。
２　各問の解答番号には、二つ以上マークしないこと。
３　Ｂ又はＨＢの鉛筆でマークすること。
４　訂正する場合は、消しゴムで完全に消してから
　マークし直すこと。
５　解答用紙を汚したり折り曲げたりしないこと。
６　次の「良い例」のように、マークすること。
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問題編



令和 2 年度
問　　　　題

　次の注意事項をよく読んでから、始めてください。

（注意事項）
１　問　　題
問題は、7ページから29ページまでの50問です。
試験開始の合図と同時に、ページ数を確認してください。
乱丁や落丁があった場合は、直ちに試験監督員に申し出てください。

２　解　　答
解答は、解答用紙の「記入上の注意」に従って記入してください。
正解は、各問題とも一つだけです。
二つ以上の解答をしたもの及び判読が困難なものは、正解としません。

３　適用法令
問題の中の法令に関する部分は、令和３年４月１日現在施行されている規定に基づ
いて出題されています。
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【問　１】　Ａが購入した甲土地が他の土地に囲まれて公道に通じない土地であった場
合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。

１　甲土地が共有物の分割によって公道に通じない土地となっていた場合には、Ａは公
道に至るために他の分割者の所有地を、償金を支払うことなく通行することができ
る。
２　Ａは公道に至るため甲土地を囲んでいる土地を通行する権利を有するところ、Ａが
自動車を所有していても、自動車による通行権が認められることはない。
３　Ａが、甲土地を囲んでいる土地の一部である乙土地を公道に出るための通路にする
目的で賃借した後、甲土地をＢに売却した場合には、乙土地の賃借権は甲土地の所有
権に従たるものとして甲土地の所有権とともにＢに移転する。
４　Ｃが甲土地を囲む土地の所有権を時効により取得した場合には、ＡはＣが時効取得
した土地を公道に至るために通行することができなくなる。

【問　２】　令和３年７月１日に下記ケース①及びケース②の保証契約を締結した場合
に関する次の１から４までの記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。

（ケース①）�　個人Ａが金融機関Ｂから事業資金として1,000万円を借り入れ、ＣがＢと
の間で当該債務に係る保証契約を締結した場合

（ケース②）�　個人Ａが建物所有者Ｄと居住目的の建物賃貸借契約を締結し、ＥがＤと
の間で当該賃貸借契約に基づくＡの一切の債務に係る保証契約を締結した
場合

１　ケース①の保証契約は、口頭による合意でも有効であるが、ケース②の保証契約は、
書面でしなければ効力を生じない。
２　ケース①の保証契約は、Ｃが個人でも法人でも極度額を定める必要はないが、ケー
ス②の保証契約は、Ｅが個人でも法人でも極度額を定めなければ効力を生じない。
３　ケース①及びケース②の保証契約がいずれも連帯保証契約である場合、ＢがＣに債
務の履行を請求したときはＣは催告の抗弁を主張することができるが、ＤがＥに債務
の履行を請求したときはＥは催告の抗弁を主張することができない。
４　保証人が保証契約締結の日前１箇月以内に公正証書で保証債務を履行する意思を表
示していない場合、ケース①のＣがＡの事業に関与しない個人であるときはケース①
の保証契約は効力を生じないが、ケース②の保証契約は有効である。
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令和２年度
正解番号・項目一覧

問題
番号

正
解 項　目 Check

問1 1

権
　
利
　
関
　
係

民法（相隣関係） □□□

問2 4 民法（保証契約） □□□

問3 2 民法（契約の解除） □□□

問4 3 民法（賃貸借契約） □□□

問5 1 民法（委任契約） □□□

問6 3 民法（意思表示） □□□

問7 2 民法（保証契約） □□□

問8 2 民法（相続） □□□

問9 3 民法（売買・贈与） □□□

問10 2 民法（時効） □□□

問11 4 借地借家法（借地関係） □□□

問12 3 借地借家法（借家関係） □□□

問13 4 区分所有法 □□□

問14 1 不動産登記法 □□□

問15 4

法
　
令
　
上
　
の
　
制
　
限

都市計画法（都市計画法総合） □□□

問16 2 都市計画法（開発許可総合） □□□

問17 1 建築基準法（総合） □□□

問18 3 建築基準法（集団規定総合） □□□

問19 3 宅地造成等規制法（総合） □□□

問20 2 土地区画整理法（土地区画整理組合） □□□

問21 1 農地法（総合） □□□

問22 1 国土利用計画法（事後届出） □□□

問23 3
税
・
価
格

印紙税 □□□

問24 4 不動産取得税 □□□

問25 4 不動産の鑑定評価 □□□

問題
番号 正解 項　目 Check

問26 3

宅
　
建
　
業
　
法
　
関
　
連

免許総合 □□□

問27 2 広告等の規制 □□□

問28 3 宅地建物取引士総合 □□□

問29 3 媒介契約等の規制 □□□

問30 4 報酬額の制限 □□□

問31 1 重要事項の説明 □□□

問32 1 ８種制限総合 □□□

問33 1 37条書面 □□□

問34 4 宅地建物取引士総合 □□□

問35 3 営業保証金 □□□

問36 4 保証協会 □□□

問37 1 37条書面 □□□

問38 4 媒介契約等の規制 □□□

問39 2 業務上の規制総合 □□□

問40 2 クーリング・オフ □□□

問41 3 重要事項の説明 □□□

問42 1・4 ８種制限総合 □□□

問43 2 免許総合 □□□

問44 4 重要事項の説明総合 □□□

問45 2 住宅瑕疵担保履行法 □□□

問46 2

５
　
問
　
免
　
除

住宅金融支援機構 □□□

問47 1 景品表示法 □□□

問48 – 宅地建物の統計等　＊ □□□

問49 4 土地 □□□

問50 3 建物 □□□

＊：解説は「ダウンロードサービス」によるご提供のため、省略
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重要度
Rank

正 解	 問1 民法（相隣関係） B
	 1 第１編・権利関係

６　物権関係（P71～）

［ズバリ解説：71454］

１　正しい。分割で公道に通じない土地→分割地のみ、償金なしで通行可。
分割によって公道に通じない土地（いわゆる袋地）が生じたときは、その土地の所
有者は、公道に至るため、他の分割者の所有地のみを通行することができます。この
場合、償金を支払う必要はありません。	 �➡ 民法213条

２　誤り。状況によっては、自動車による通行権も認められる。
他の土地に囲まれて公道に通じない土地の所有者は、公道に至るため、その土地を
囲んでいる他の土地を通行することができます。そして、自動車による通行権の成否
及びその具体的内容は、公道に至るため他の土地について自動車による通行を認める
必要性、周辺の土地の状況、この通行権が認められることにより他の土地の所有者が
被る不利益等の諸事情を総合考慮して判断すべきであるとされています。したがっ
て、状況等により、自動車による通行権が認められることがあります。
	 �➡ 210条、判例

３　誤り。土地の賃借権→当然には他の土地の所有権と共に移転しない。
賃貸借契約の締結により、当事者の一方である賃借人は、賃貸人に対し、目的物の
使用又は収益をさせるよう請求する権利（賃借権）を取得します。賃借権は債権です
から、契約の当事者間にしか拘束力がありません。本肢では、乙土地を賃借したのは
Ａであり、Ａから甲土地を買い受けたＢは、この賃貸借契約の当事者ではありません。
したがって、乙土地の賃借権は、甲土地の所有権に従たるものではなく、Ｂは、Ａか
ら賃借権の譲渡を受けるなどしない限り、当然に乙土地の賃借権を取得することはで
きません。	 �➡ 601条

４　誤り。通行権の対象となる土地が時効取得されても、通行権の行使は可能。
公道に至るための他の土地の通行権は、他の土地に囲まれて公道に通じないという
状況からその土地に当然に認められるものですから、対象となる土地が時効取得され
た場合であっても、権利を行使することができます。	 �➡ 210条

重要度
Rank

正 解	 問2 民法（保証契約） C
	 4 第１編・権利関係

8　保証・連帯保証（P98～）

［ズバリ解説：71455］

１　誤り。保証契約は、書面でしなければ、効力を生じない。
保証契約は、書面（又は電磁的記録）でしなければ、その効力を生じません。この
点は、通常の保証契約だけでなく、根保証契約でも同様です。したがって、ケース①

5

令
和
２
年
度
　
解
答
・
解
説

とケース②の保証契約は、どちらも書面でしなければ、効力を生じません。
	 �➡ 民法446条

２　誤り。法人が保証人である根保証契約は、極度額を定めなくても効力を生じる。
一定の範囲に属する不特定の債務を主たる債務とする保証契約（根保証契約）であ
って保証人が法人でないものを「個人根保証契約」といいますが、この個人根保証契
約は、極度額を定めなければ、その効力を生じません。したがって、①の保証契約は
根保証契約ではありませんので、Ｃが個人である場合でも、極度額を定める必要はあ
りませんが、②の保証契約は根保証契約ですから、Ｅが個人である場合は、極度額を
定めなければ効力を生じません。これに対して、①の保証契約でＣが法人である場合、
②の保証契約でＥが法人である場合は、ともに極度額を定める必要はありません。よ
って、ケース②の保証契約でＥが法人である場合は、極度額を定めなくても、効力を
生じます。	 �➡ 465条の２

３　誤り。連帯保証人には、催告の抗弁権と検索の抗弁権がない。
連帯保証人には、催告の抗弁権と検索の抗弁権がありません。この点は、①の保証
契約でも、②の根保証契約であっても、同様です。	 �➡ 454条、452条、453条

４　正しい。事業債務の保証契約→契約前１ヵ月以内に公正証書で意思表示。
事業のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証契約又は主たる債務の範
囲に事業のために負担する貸金等債務が含まれる根保証契約は、その契約の締結に先
立ち、その締結の日前１箇月以内に作成された公正証書で保証人になろうとする者が
保証債務を履行する意思を表示していなければ、その効力を生じません。したがって、
①の保証契約は、この場合に該当しますので、保証人Ｃが保証契約締結の日前１箇月
以内に作成された公正証書で保証債務を履行する意思を表示していない場合、効力を
生じません。しかし、②の保証契約は、事業のために負担した貸金等債務を含まず、
この場合に該当しませんので、有効です。	 �➡ 465条の６

改題

重要度
Rank

正 解	 問3 民法（契約の解除） C
	 2 第１編・権利関係

11　債務不履行と解除（P124～）

［ズバリ解説：71456］

本判決文は、最高裁判所判決昭和36年11月21日によるものです。
この判決文の要旨は、当事者の一方が契約をなした主たる目的の達成に必須的でない附
随的義務の履行を怠ったにすぎないような場合には、特段の事情がない限り、相手方は、
その義務の不履行を理由として当該契約を解除することができないというものです。


